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(百万円未満切捨て)

１．2023年５月期第２四半期の業績（2022年６月１日～2022年11月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年５月期第２四半期 517 △1.5 134 △17.6 135 △18.7 94 △17.9

2022年５月期第２四半期 525 16.9 163 36.6 166 36.1 115 36.4
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年５月期第２四半期 29.49 ―

2022年５月期第２四半期 35.96 ―
　

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年５月期第２四半期 2,403 2,197 91.4

2022年５月期 2,368 2,138 90.3

(参考) 自己資本 2023年５月期第２四半期 2,197百万円 2022年５月期 2,138百万円
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年５月期 ― 0.00 ― 14.00 14.00

2023年５月期 ― 0.00

2023年５月期(予想) ― 15.00 15.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無
　

2022年５月期の期末配当金の内訳は、普通配当13円、記念配当１円となります。

　

３．2023年５月期の業績予想（2022年６月１日～2023年５月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,320 8.0 435 8.8 440 8.9 301 6.4 93.94
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無
　

　　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

（注）詳細は、添付資料８ページ「２．四半期財務諸表及び主な注記 (３)四半期財務諸表に関する注記事項 （四
半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、添付資料８ページ「２．四半期財務諸表及び主な注記 (３)四半期財務諸表に関する注記事項 （会
計方針の変更）」をご覧ください。

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年５月期２Ｑ 3,300,000株 2022年５月期 3,300,000株

② 期末自己株式数 2023年５月期２Ｑ 90,368株 2022年５月期 95,968株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年５月期２Ｑ 3,205,247株 2022年５月期２Ｑ 3,200,910株
　

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績予測等の将来に関する記述は、当社が現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通
しであり、多分に不確実な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により上記予想数値と異なる場
合があります。
なお、上記の予想の前提条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．
当四半期決算に関する定性的情報 (３)業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期累計期間(2022年６月１日から2022年11月30日まで)におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感

染症に対する行動制限の緩和や各種政策の効果等により、景気は緩やかに持ち直しの動きがみられたものの、ロシ

アのウクライナへの侵攻の長期化や、歴史的な円安の進行に伴う物価上昇等により、景気の先行きは不透明な状況

で推移いたしました。

当社の属する情報サービス産業界においては、デジタルトランスフォーメーション(DX)関連の需要が拡大すると

ともに、通信技術の高度化に伴うオンライン・コミュニケーションツールの多様化が進展しております。そのなか

で、当社の主な事業分野である官公庁向けシステムは、従来のオンプレミス環境からクラウド環境への移行が加速

しており、特に防災・防犯に係る行政の高度化の要請は高く、重点施策として予算が確保されております。しかし

その一方で、次世代のテクノロジーと融合したサービスの創出に携わるエンジニアの確保と育成が当社の課題とな

っております。

このような状況において、当社は2022年７月にスタートした新中期経営計画に基づき、Gov-tech市場の深耕をテ

ーマとして、警察・消防・自治体防災・社会インフラ保全の課題解決を実現するシステムの導入拡大を推進してお

ります。主力の「NET119緊急通報システム」は全国普及に向け導入を進めるとともに、今後の成長が期待できる

「Live119（映像通報システム）」・「Live-X（映像通話システム)」のほか、災害対策本部での情報収集を支援す

る「DMaCS（災害情報共有サービス）」、地方自治体の業務等に関連する適時の情報伝達を支援する「Mailio（メッ

セージ配信サービス）」、自治体や警察が防災・防犯情報を配信するスマートフォンアプリ等、各種システムの積

極的な提案に注力いたしました。

以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高につきましては、Live119・DMaCSをはじめとした各種クラウドサー

ビスの契約数が積み上がり、ストック型の利用料収入が順調に増加するとともに、クラウドサービスの初期構築や

オンプレミス環境でのシステム開発等に係る受託開発も概ね期初計画どおり推移しましたが、第２四半期会計期間

に納期が到来する案件が前年同期と比較して少なかったことから、売上高は517,896千円（前年同四半期比1.5％

減）となりました。

利益につきましては、売上高の減少並びに人件費の増加を主とした売上原価・販売費及び一般管理費の増加によ

り、営業利益は134,818千円（前年同四半期比17.6％減）、経常利益は135,340千円（前年同四半期比18.7％減）、

四半期純利益は94,537千円（前年同四半期比17.9％減）となりました。

なお、当社事業は顧客（大手企業や官公庁等）の決算期が集中する３月近くに売上計上される案件が多いため、

第３又は第４四半期会計期間に売上高が偏重する傾向（業績の季節的変動）があります。

また、当社は情報サービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

（２）財政状態に関する説明

①資産・負債及び純資産の状況

当第２四半期会計期間末における総資産は、2,403,554千円となり、前事業年度末と比較して35,543千円の増加と

なりました。これは主に、仕掛品が68,686千円、投資有価証券が199,673千円それぞれ増加した一方で、現金及び預

金が194,714千円、有価証券が42,581千円それぞれ減少したことによるものであります。

負債は、205,727千円となり、前事業年度末と比較して23,537千円の減少となりました。これは主に、賞与引当金

が10,452千円、固定負債のその他に含まれる長期前受収益が22,106千円それぞれ増加した一方で、買掛金が6,526千

円、未払法人税等が27,499千円、未払消費税等が18,670千円それぞれ減少したことによるものであります。

純資産は、2,197,826千円となり、前事業年度末と比較して59,081千円の増加となりました。これは主に、四半期

純利益の計上により利益剰余金が94,537千円、譲渡制限付株式の付与等により資本剰余金が8,749千円それぞれ増加

した一方で、配当金の支払いにより利益剰余金が44,856千円減少したことによるものであります。
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②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末に比べて194,714

千円減少し、535,931千円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において営業活動の結果獲得した資金は、10,152千円（前年同四半期は42,463千円の支

出）となりました。これは主に、税引前四半期純利益が135,340千円、売上債権の減少額が3,931千円、前受収益

の増加額が29,282千円あった一方で、棚卸資産の増加額が70,603千円、法人税等の支払額が67,841千円、未払消

費税等の減少額が18,670千円あったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において投資活動の結果支出した資金は、160,367千円（前年同四半期比158,758千円

増）となりました。これは主に、有価証券の償還による収入42,500千円、投資有価証券の取得による支出200,000

千円があったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において財務活動の結果支出した資金は、44,499千円（前年同四半期比6,310千円増）と

なりました。これは、配当金の支払があったことによるものであります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2023年５月期の業績予想につきましては、現時点において2022年７月７日に公表いたしました数値から変更はあ

りません。

なお、業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実

際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2022年５月31日)

当第２四半期会計期間
(2022年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,000,645 1,805,931

売掛金 125,347 121,416

有価証券 72,602 30,021

仕掛品 13,580 82,266

貯蔵品 2,516 4,434

その他 35,367 30,934

貸倒引当金 △125 △121

流動資産合計 2,249,933 2,074,882

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 3,801 4,313

工具、器具及び備品（純額） 3,647 4,070

有形固定資産合計 7,448 8,383

無形固定資産

ソフトウエア ― 4,625

無形固定資産合計 ― 4,625

投資その他の資産

投資有価証券 50,430 250,104

その他 60,198 65,559

投資その他の資産合計 110,628 315,663

固定資産合計 118,077 328,672

資産合計 2,368,010 2,403,554
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(単位：千円)

前事業年度
(2022年５月31日)

当第２四半期会計期間
(2022年11月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 24,847 18,321

未払法人税等 74,792 47,293

未払消費税等 21,804 3,134

賞与引当金 ― 10,452

その他 69,388 65,987

流動負債合計 190,833 145,188

固定負債

長期未払金 11,590 11,590

その他 26,842 48,949

固定負債合計 38,432 60,539

負債合計 229,265 205,727

純資産の部

株主資本

資本金 363,950 363,950

資本剰余金 393,573 402,323

利益剰余金 1,390,716 1,440,397

自己株式 △9,500 △8,944

株主資本合計 2,138,739 2,197,726

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5 100

評価・換算差額等合計 5 100

純資産合計 2,138,745 2,197,826

負債純資産合計 2,368,010 2,403,554
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（２）四半期損益計算書

第２四半期累計期間

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2021年６月１日
　至 2021年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年６月１日
　至 2022年11月30日)

売上高 525,752 517,896

売上原価 163,211 165,088

売上総利益 362,540 352,807

販売費及び一般管理費 199,012 217,988

営業利益 163,527 134,818

営業外収益

受取利息 19 19

受取配当金 9 11

有価証券利息 615 247

投資有価証券売却益 ― 60

助成金収入 2,054 ―

その他 246 183

営業外収益合計 2,944 521

経常利益 166,472 135,340

税引前四半期純利益 166,472 135,340

法人税等 51,363 40,802

四半期純利益 115,108 94,537
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2021年６月１日
　至 2021年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年６月１日
　至 2022年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 166,472 135,340

減価償却費 1,283 1,291

投資有価証券売却損益（△は益） ― △60

貸倒引当金の増減額（△は減少） 85 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,189 10,452

受取利息及び受取配当金 △28 △30

有価証券利息 △615 △247

売上債権の増減額（△は増加） △85,393 3,931

棚卸資産の増減額（△は増加） △42,613 △70,603

仕入債務の増減額（△は減少） 2,281 △6,526

未払金の増減額（△は減少） △1,691 △12,132

預り金の増減額（△は減少） △1,446 △1,415

未払消費税等の増減額（△は減少） △16,033 △18,670

前受収益の増減額（△は減少） △2,178 29,282

その他 △3,034 6,979

小計 26,276 77,586

利息及び配当金の受取額 634 407

法人税等の支払額 △69,374 △67,841

営業活動によるキャッシュ・フロー △42,463 10,152

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,608 △1,636

有価証券の償還による収入 ― 42,500

投資有価証券の取得による支出 ― △200,000

投資有価証券の売却による収入 ― 600

敷金の差入による支出 ― △1,830

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,608 △160,367

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △68 ―

配当金の支払額 △38,120 △44,499

財務活動によるキャッシュ・フロー △38,188 △44,499

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △82,260 △194,714

現金及び現金同等物の期首残高 614,612 730,645

現金及び現金同等物の四半期末残高 532,351 535,931
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しており

ます。

（会計方針の変更）

(「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会計

基準適用指針」という。）を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定

める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用す

ることとしております。なお、これによる四半期財務諸表に与える影響はありません。

（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

当社は、2023年１月12日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

１ 自己株式の取得を行う理由

株主の皆様への利益還元と資本効率の向上並びに経営環境に応じた機動的な資本政策（M&Aでの活用を含む）

の遂行を可能とするとともに、企業価値の持続的向上へのインセンティブとしての譲渡制限付株式報酬に将来

的に活用することができるよう、取得を行うものであります。

２ 自己株式の取得に係る事項の内容

(1) 取得対象株式の種類 当社普通株式

(2) 取得し得る株式の総数 100,000株（上限）

　 （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 3.1％）

(3) 株式の取得価額の総額 200,000,000円（上限）

(4) 取得期間 2023年１月13日～2023年５月31日

(5) 取得方法 東京証券取引所における市場買付け

　


